
数字（統計）でみる奈良県の姿

場 所 ：奈良県立大学

年月日 :平成２１年５月２３日

「なら県政出前トーク」



統計課の位置づけ

総務部から知事公室への所管変え

（平成２０年４月１日）

政策形成の支援のため、県のマネジメントシステ
ム（ＰＤＣＡ）サイクルの中で、評価分析部門に加
わる。



奈良県の組織図
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総務部の組織図
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Check
評価・分析

Action
政策検討

継続的改善

政策実現
県民満足度向上

政策実現
県民満足度向上

（単年度の実施計画）

Plan
目標設定

評価・分析会議

Do
予算執行

政策検討会議

情報収集･
整理の強化

県民ニーズ
社会統計データ

情報収集･
整理の強化

県民ニーズ
社会統計データ

分析力の強化

統計分析
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分析力の強化

統計分析
ニーズ分析

情報発信の充実

見える県政の実現

情報発信の充実

見える県政の実現

マネジメントの強化

・評価分析会議・政策検討
会議で部局横断の議論

・

マネジメントの強化

・評価分析会議・政策検討
会議で部局横断の議論

・

各政策分野の
数年後の具体の目標

各政策分野の
数年後の具体の目標

単年度の
マネジメントサイクル

・施策等効果分析ツール作成・分析
・情報分析力の強化

課題への取組

マネジメントサイクルのイメージ図



評価分析会議

時期 ： 夏

・目標の現状と評価

・現状分析

・取組成果の評価

政策検討会議

時期： 秋

目的：・目標の設定、見なおし

・施策体系の再整理

・重点施策の明確化

・取組・事業の改善見なおし



国の統計調査における調査の流図（基幹統計調査）

中 央 府 省

福祉事務所

教育委員会
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統計主管課
事業主管課

（教育委員会を含む）

国の地方支分部局

市（区）町村

保 健 所

統計調査員 統計調査員 統計調査員

調 査 対 象 （個人・法人・事業所・団体等）
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主な調査（主なルート別）

石油製品需給動態統計

調査

特定機械設備統計調査

他

法人企業統計調査

民間給与実態統計調査

他

自動車輸送統計調査

賃金構造基本統計調査

⑪⑩⑨

建築着工統計調査

地方公務員給与実態調

査 他

薬事工業生産動態統計

調査

港湾調査

国民生活基礎調査学校教員統計調査

人口動態調査 他

⑧⑦⑥⑤

学校基本調査国勢調査

全国消費実態調査

商業統計調査

工業統計調査 他

小売物価統計調査

毎月勤労統計調査

（29人未満）

家計調査 他

学校保健統計調査

毎月勤労統計調査（常

雇30人以上）

④③②①

太字は、調査員調査を示す



実査部門の課題
個人情報の意識の高まりによる調査の困難さ

個人情報保護法の施行による国民のプライバシーの意識の高まり

調査に対する協力意識の低下

オートロックマンション等の居住世帯との直接対面の困難なケースの増

加

インターホーンや、表札がない

隣近所とのつきあいがなく、所在を確かめるすべがない

住宅構造の変化による調査の困難さの増加

行政や統計調査に対する協力意識の低下



偽の調査員が、公の調査として偽り、個人情報などを聞き出すこと

（本県では事例なし）

「かたり調査」の問題

若い人の調査員の確保難及び調査員の高齢者比率の増加

「統計調査員」の確保の困難及び高齢化

経済状況の変化による調査拒否
「不況のなか、人手不足で、調査票を記入する者が確保でき
ない。」 （訪問先の言葉）



統計課企画分析係の業務

統計指標の作成
• 毎月

奈良県景気動向指数（ＮＤＩ）の作成
奈良県鉱工業指数の作成
奈良市消費者物価指数（CPI）の作成

• 毎年
奈良県県民経済計算の作成
社会生活統計指標（SSDS）の資料の取りまとめ

出版物：①社会生活統計指標
②統計でみる都道府県のすがた
③統計でみる市区町村のすがた

(発行は、総務省統計局）



• 一般県民向け

１００の指標から見た奈良県勢

・５年おき 奈良県産業連関表の作成
（現在平成１７年表を作成中）



統計資料の刊行

毎年刊行する主な印刷物

• 奈良県統計年鑑

• 奈良県勢要覧

• 統計グラフでみる奈良県

• １００の指標からみた奈良県勢

• 奈良県の工業（工業統計調査結果
報告書）

• 奈良県県民経済計算報告書

• 奈良県産業連関表（５年おき）



調査のサンプル数が少ない
全国規模では、統計といえるサンプル数でも、県単位で

は、サンプル数は少ない。

例：消費動向について、家計調査 奈良市１０４件

計 ９８，７４９

平群町 １

奈良市 ８６７３単身世帯

計 １０８

平群町 １２（主に県庁所在地）

奈良市 ９６８，０７６２人以上の世帯

奈良県 (世帯数）全国（世帯数）調査世帯数

家計の収入・支出を毎月調査 （総務省統計局実施）

（平成２０年度実施数）

統 計 の 課 題



統計データの少ない部門
例・観光部門

正確な観光客数の把握の難しさ、 旅館・ホテルなどの

宿泊者数は一部のみが公表しているだけで、正確なデータが少ない。

奈良市ホテル協議会（奈良市内７社 ８軒）の公表数字（H20.4.16）

平成２０年度宿泊数 ４５６，６０９人（前年度５．５％増）

平成２０年３月３１日現在奈良市のホテル数２３、旅館１２２ 簡易宿泊所

３０ 計１７５ 客室数４，２３８ 収容人員１１，８３３人 （食品・生活安全

課・保健所調べ）

県内の地域分析の統計

・市町村毎の経済データは少ない

あるのは、工業統計、商業統計など

・今年度、県民経済計算を元にした市町村民経済計算の

作成を行う予定



分析能力向上に関する課題

分析能力の向上

・統計分析専門員を統計課内に設置

近畿大学経済学部教授

（日銀OB） （平成２１年４月から）

・研修

日本銀行職員による経済動向の分析

研修

（統計課職員を含めて、庁内職員が

対象）



奈 良 県 の 経 済

－

０．７％

－

全国

構成比

５，５３４，３９８ 億円４０．９３６ 億円県内総生産

２７２，９２２ 千円２，６９２ 千円
１人当たり

県民所得

３７２．３ ％０．６ ％
経済成長率

順 位
全 国

（実質）

奈 良 県

（実質）

（平成１８年度県民経済計算結果）

平成１８年度の奈良県の経済
経済成長率は ０．６％ （実質） 県内総生産額は全国の ０．７％

１人当たりの県民所得は、 約２６９万円
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奈良県（平成１８年度）の主な業種別の実質経済成長率

・製造業 ＋ ６．６％ （一般機械、一次金属、輸送
用機械等がプラス）

・サービス業 ＋ ３．０％ （自動車整備業などがプラス）

・建設業 △ １９．３％ (公共事業の減少が要因)

・金融・保険業 △ １１．７％ (ゼロ金利解除による調達金利
の上昇が要因)



●製造品出荷額等の産業別割合（平成1９年確報）
（従業員4人以上の事業所）

資料：県統計課
「工業統計調査結果報告書」

製造品出荷額等
2兆4,938億円

一般機械

23.4%

電気機械

20.6%

食料品

8.8%

その他

15.9%
衣服

2.4%

印刷

2.6%

電子部品

2.9%

ゴム製品

3.0%

プラスチック

6.2%

金属製品

5.1%

輸送機械

6.2%

化学

3.1%



平成１８年度の県民経済計算の世界的比較

ドル表示の県内総生産の国際比較（１０億ドル）

東京都 ７８９．１ オーストラリア 787.4
大阪府 ３３１．９

奈良県 ３２．０ スロバキア ５５．９

 ルクセンブルク ４２．６

 アイスランド １６．０

 換算レート 東京外国為替市場におけるｲﾝﾀｰバンク直物中心相場の月中平均値の１２カ月の単
純平均値（１ドル＝１１６．９４円）

 都道府県 オーストラリアは、年度。他は暦年。 出典；内閣府



商 工 業

資料：県統計課「平成１９年商業統計調査結果報告書（確報）」

●年間商品販売額・事業所数・就業者数

 2兆1,262億円
年間商品販売額

13,460事業所

事業所数
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250,000

H6 9 14 16 19（年）

（千万円）

（人）

12,000

14,000

16,000

18,000

（事業所）

就業者数98,602人



●年間販売額の産業別割合（平成１９年確報）

飲食料品

12.3%

一般機械

器具4.9%

医薬品・

化粧品等 6.3%

家具・じゅう器・

機械器具 54%

自動車・自転車

7.3%

建築材料、

鉱物・

金属材料等 76%

自動車

3.5%

繊維・衣服・

身の回り品 2.1%

家具・建具・

じゅう器等　1.6%

その他

2.9%

織物・衣服・

身の回り品

44%

医薬品・

化粧品 3.3%
書籍・

文房具 2.1%

その他

5.4%

燃料

5.2%

飲食料品

17.6%

各種商品

8.1%卸売業

４１．１％

小売業
1兆2,５０２億円卸売業

８，７６０億円

資料：県統計課「商業統計調査結果報告書」

小売業
５８．９％



●製造業事業所数・従業者数・製造品出荷額等
の推移 （従業員4人以上の事業所）

製造品出荷額等 2兆4,938億円

事業所数
2,583事業所

69,500

70,000

70,500

71,000

71,500

72,000

15 16 17 18 19確報（年）

（人）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

（事業所）

（10億円）

従業者数、７１，２９９人



• 現在、県民アンケート調査を実施中です。

• 調査内容：県民の生活全般に関すること

• 満足度、ニーズ度を聞く項目

• 仕事、特に雇用に関すること

• まちづくりに関すること など

• 対象：県下の２０歳以上の男女５，０００人

• 調査方式：郵送

• 差出期限：平成２１年６月８日（月）

平成２１年度 県民アンケート調査について

調査票が送られてきた方は、ご理解と調査票が送られてきた方は、ご理解とごご
協力いただき、ご返送をお願いします。協力いただき、ご返送をお願いします。


